「様式２号」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日

　農林水産省農産局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県（都道府）学校給食会代表者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は

○○県（都道府）知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市（区町村）長

○○国立大学法人の長

○○学校法人等の長
食事食材提供団体の長
フードバンクの長

学校等・食事食材提供団体・フードバンクにおける政府備蓄米交付申請書（無償交付・有償交付）

学校給食用等政府備蓄米交付要領（平成21年５月20日付け21総食第47号総合食料局長通知。以下「要領」という。）第７の１の(1)の規定に基づき、学校等、食事食材提供団体及びフードバンクにおいて政府備蓄米を使用したいので、下記のとおり交付申請します。
また、別紙２の「政府備蓄米交付申請及び使用報告に係る個人情報の取扱いについて」に同意するとともに、（注１）政府備蓄米の交付を受けた場合は、これを転売し、又は貸し付けないこと、農林水産省農産局長の指示又は承認がない限りこれを申請した用途以外に使用しないこと、及び要領のその他の規定を遵守することを誓約します。
記

１　交付申請数量　　精米○○キログラム
２　添付書類
（１）無償交付申請

①用途（様式２号－別紙１）

②学校等における備蓄制度の理解促進を図るための項目（「わが国の主食である米の安定供給の重要性」「米穀の備蓄制度の内容」「学校給食用等における食育用として使用する米穀に政府備蓄米が使用されていること」「低温保管等により政府備蓄米が高品質に保たれていること」「米は主食用だけでなく、米粉パン等の他に様々な食品の原料となっていること」等）、具体的方法及びその使用計画
③学校等における食育用として使用する場合には、当該学校等において、交付申請数量が使用する数量全量の範囲内であることが分かる書類（様式２号－別紙２）

④食事食材提供団体における食育用として使用する場合には、こどもにごはん食の魅力などを伝える食育の活動に使用し、交付申請数量が使用する数量全量の範囲内であることが分かる書類（様式２号－別紙４－①）
⑤フードバンクにおける食育用として使用する場合には、交付申請数量が直接提供団体に提供するために必要とする数量の範囲内であることが分かる書類（様式２号－別紙４－②）
⑥学校等給食用として使用しようとする場合には、都道府県又は市区町村の教育委員会、都道府県若しくは市区町村の所管部署、国立大学法人、学校法人等（以下「教育委員会等」と総称する。）が、当該申請校について、当該年度における米飯給食実施回数を前年度（前回の交付年度における米飯給食実施回数が前年度のそれを上回っている場合は、前者の実施回数）よりも増加させる見込みであり、かつ、当該申請校における交付申請数量が増加させる米飯給食の実施回数分の米穀使用量の全量以下であることについてあらかじめ確認を行った書類（様式２号－別紙５）
⑦調理実習等学習教材用、試食会用として使用しようとする場合には、当該交付申請校において、調理実習等学習教材用は米飯に対する理解の増進を図ることを目的に使用し、交付申請数量が使用する数量全量の範囲内であることについて教育委員会等が、あらかじめ確認を行った書類（様式２号－別紙６）
（２）有償交付申請
①申請数量根拠（様式２号－別紙３）
②学校等ごとの備蓄制度の理解促進を図るための項目（「学校給食等用として使用する米粉パン等に政府備蓄米が使用されていること」「米は主食用だけでなく、米粉パン等の他に様々な食品の原料となっていること」等）、具体的方法及びその使用計画
③教育委員会等が、当該申請校について、交付年度の前年度に、交付申請数量が要領第４の１の(1)に基づき政府備蓄米の交付を受け、かつ、それを原材料として製造される米粉パン等を学校給食用として使用した実績があり、交付申請数量が無償交付を受けた数量の範囲内であることについてあらかじめ確認を行った書類（様式２号－別紙７）

（注）１．食事食材提供団体及びフードバンクにあっては、下線部分を記載する。
２．地方自治法第252条17の２に規定する特例を受けている市町村にあっては、その特例を受ける条例の写しを併せて添付する。
